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研究成果の概要（和文）：裁判員と裁判官との間には、法律的知識や裁判経験等において著しい

差異があるが、裁判員裁判の評議では、両者がこの違いを乗り越えて対等に話し合うことが求

められる。本研究では、この要請に応えるためには、構成員間で、判断の基礎となる情報や判

断の枠組み、話し合いの順序等を可視化し共有することがきわめて重要であることを示した。

そのうえで、コミュニケーション研究の知見に依拠し、具体的な評議の進め方（付箋紙法、チ

ャート法、ライブレコーディング、４相のことばの使いわけなど）を提言した。 

 
研究成果の概要（英文）：Although there are huge gaps in legal knowledge and experience on 

trial between lay jurors and professional judges, they are required to have discussion 

together on equal terms during the deliberation under the mixed jury system. This study 

shows that it is extremely important to make the relevant information, the framework for 

fact-findings and sequence of discussion visible and known to all the members of the panel. 

In addition, a package of specific proposals has been proposed, based on the expertise in 

communication studies—the one to use sticky notes and charts, make live-recordings as 

well as make distinction as to four functions of utterances of the presiding judge. 
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１．研究開始当初の背景 

 2004年 5月「裁判員の参加する刑事裁判に
関する法律」が成立し、職業裁判官と一般市
民である裁判員とが１つの裁判体を構成し、

事実認定および量刑をおこなう裁判員制度
が実施されることになった。だが、裁判員は
裁判の知識も経験もない一般市民であるだ
けに、裁判官と対等かつ活発に議論ができる
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のかどうか、裁判官主導で評議が進められ、
一般市民の関与は形式的なものにとどまる
のではないかが大いに懸念された。全国各地
での模擬裁判の実施、従来の運用の見直し、
各種論稿の公表などがおこなわれたが、上記
の懸念を払拭するような解決策は示されて
いなかった。そこで、評議を合意形成のコミ
ュニケーションの一形態としてとらえ、実証
的分析を通して解決策を提案する研究がぜ
ひとも必要だと判断し、本研究前に、本研究
の構成員である法学者（刑事法）、法実務家、
応用言語学、心理学、情報工学の専門家によ
る研究会を発足させ、基礎的な研究を着手し
た。当時（今日でも同様）、同種の研究は皆
無であり、補助金をえて、本格的な研究をお
こなうことがぜひとも必要だと考えるにい
たった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の主たる目的はつぎの２点である。 
(1)評議の問題点の分析と解決策の提示 

全国で実施されていた模擬裁判の評議を
分析し、そのコミュニケーション上の特徴や
問題点をつかみ、実際の評議での問題を予測
し、その解決策を提示する。 
(2)解決策の検証と提言 
(1)の解決策の有用性を評価できるような

模擬評議を実施し、その結果をふまえて、実
効性のある評議の方法についての提言をま
とめる。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、主として、つぎのような方法
で研究を進めた。 
(1)既存の模擬裁判の評議データの分析 
法曹三者によって実施された模擬裁判の

評議データを分析し、それにもとづいて暫定
的な「評議の望ましい進め方」（以下、「進め
方」という）を策定した。 
(2)暫定的「進め方」の検証のための模擬評
議実験の実施 
 評議の進行を裁判官役の自由な裁量にゆ
だねるグループと「進め方」に依拠するグル
ープを作って模擬評議をおこない、その結果
を分析した。その分析をもとに、「進め方」
を改良し、さらに、その改良された「進め方」
の検証のため、研究会の構成員の間で簡略な
模擬評議を実施した。 
(3)「進め方」に関する実務家や研究者と意
見交換 
 研究機関の中間と最後にシンポジウムを
開催し、「進め方」についての報告し、実務
家等と活発な意見交換をおこなった。 
(4)海外の参審制の調査 
 「進め方」策定・改良の参考にするため、
イタリア・ミラノを訪問し、同国の参審制に
つき調査した。 

 
４．研究成果 
(1)既存の模擬裁判の評議データを分析し、
以下の問題点を抽出した。 
・事件の経過を裁判員が正確に把握できてい
ない。 
・事件の経過と争点が整理できていない。 
・争点と意見が関連づけられないまま議論が
進んでいる。 
・各自がばらばらに意見を出し議論が深まら
ない。 
・議論が蒸し返される。 
・結論がそれまでの議論が結びつかない。 
 そして、その主要な原因が、つぎの点にあ
ることを指摘した。 
①裁判員が、当事者の主張と根拠との関係や、
根拠と根拠の関係が把握できないこと 
②評議で議論すべき項目と範囲が裁判体の
構成員のなかで共有されていないこと 
③議論をどのように進めていくべきかを理
解しているのは裁判官のみで、構成員全員が
共有できていないこと 
 
(2)上記の①～③の問題点を解決するために
は、つぎの事項がきわめて重要であることを
示した。 
・全員で証拠の整理をおこなうこと 
・論告と弁論を整理し可視化して、可視化さ
れた検察側の主張に沿って議論を進めるこ
と 
・話し合いの段取りや内容そのものが構成員
に理解されるようにすること 
 
(3)そこで、これらの点をもとに、「進め方」
の具体策を練り、論文やシンポジウムを通じ
て提案した。以下がその骨子である。 
①中間評議における公判供述の整理＜付箋
紙法＞ 
 中間評議において、付箋紙を使って公判供
述の整理をおこなう。 
②最終評議における事実認定に関する話し
合いの枠組み設定＜チャート法＞ 
 事実認定に争いのある事件については、論
告を図示したうえ、これに対応させる形で弁
論の内容を加筆した「チャート」を作成し、
これにもとづいて評議を進める。このチャー
トを使って、構成員間で、どのように評議を
進めていくか、いまどの論点を議論している
のかについての共有化を図る。 
③いま話し合っている内容の共有＜ライブ
レコーディング＞ 
 議論のポイントをその議論と同時的に模
造紙等に記録し、その内容を全員が確認で、
きるようにする。そしてその記録は保存して
おき、後に議論をふりかえることができるよ
うにする。これにより、いま何を話しあって
いるのかが理解できるだけでなく、議論の蒸



 

 

し返しも防ぐことができる。 
④量刑評議の進め方＜量刑付箋紙法など＞ 
 この点は研究期間内に十分に詰めるとこ
ろまではいたらず、暫定的ではあるが、つぎ
のような手順でおこなうことを提案した。 
 量刑判断は、一般の市民にとって非日常的
な作業なので、直感的な判断にならないよう、
とくに配慮が必要である。そこで、段階的・
分析的に評議を進める必要がある。 
 法定刑や刑罰の内容、量刑判断の視点につ
いての裁判官の説明→量刑事情の抽出・分
類・ランクづけ→量刑事情全体から具体的な
刑への変換 
 このうちの量刑事情に関する第２段階で、
ふたたび付箋紙を用いる。 
⑤司会者の議事進行の表現技法＜４相のこ
とばの使いわけ＞ 
 司会を務める裁判官は、司会者、法律解説
者、話し合いの一構成員などいくつもの役割
を担うことから、司会進行にあたって、どの
立場でいま発言しているのかを明確にする
必要がある。そこで、発話の内容が、話し合
いの宣言、整理、解説、個人的意見表明（陳
述）のいずれであるかを明確にわけるように
する。 
 以上のような一連の提案については、裁判
官経験者から一定の反響があり、また、実際
の裁判員裁判の評議でも一定程度受け入れ
られているようである（最高裁判所『裁判員
等経験者に対するアンケート調査結果報告
書（平成 21 年度）』130 頁〔2010 年〕、読売
新聞大阪本社版 2010 年 5 月 21 日付け 33 面
参照）。 
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